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－ 特 １ － 

議案第３号 

 

 

令令和和７７年年度度新新潟潟県県妙妙高高市市国国民民健健康康保保険険特特別別会会計計予予算算 

 

 

 令和７年度新潟県妙高市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，１９９，６５５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

２００,０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用

することができる場合は、次のとおり定める。 

 (1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの

経費の各項の間の流用 

 

 

 

 

 

 

       

令和 ７ 年 ２ 月２７日 提出 

新潟県 妙 高 市 長  城 戸 陽 二 

令和 ７ 年 ３ 月  日 議決 

新潟県 妙高市議会議長  小 嶋 正 彰 

 

 

 

 

 



第１表　歳入歳出予算

  歳　入 (単位 ： 千円)

款 項

 1 国民健康保険税 491,133

 1 国民健康保険税 491,133

 2 使用料及び手数料 300

 1 手数料 300

 3 国庫支出金 2,429

 1 国庫補助金 2,429

 4 県支出金 2,459,672

 1 県補助金 2,459,672

 5 財産収入 93

 1 財産運用収入 93

 6 繰入金 234,680

 1 他会計繰入金 199,019

 2 基金繰入金 35,661

 7 繰越金 5,000

 1 繰越金 5,000

 8 諸収入 6,348

 1 延滞金加算金及び過料 1,981

 2 預金利子 1

 3 雑入 4,366

3,199,655

金 額

歳 入 合 計

―特 2 ―

国保

  歳　出 (単位 ： 千円)

款 項

 1 総務費 43,897

 1 総務管理費 40,834

 2 徴税費 2,584

 3 運営協議会費 359

 4 趣旨普及費 120

 2 保険給付費 2,431,450

 1 療養諸費 2,138,146

 2 高額療養費 284,300

 3 移送費 1

 4 出産育児諸費 6,003

 5 葬祭諸費 3,000

 3 国民健康保険事業費納付金 661,805

 1 医療給付費分 439,189

 2 後期高齢者支援金等分 174,120

 3 介護納付金分 48,496

 4 保健事業費 42,177

 1 特定健康診査等事業費 30,146

 2 保健事業費 12,031

 5 基金積立金 93

 1 基金積立金 93

 6 公債費 23

 1 公債費 23

 7 諸支出金 19,210

 1 償還金及び還付加算金 19,210

 8 予備費 1,000

 1 予備費 1,000

3,199,655

金 額

歳 出 合 計

―特 3 ―
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１　総　括 国保

　歳　入 （単位 ： 千円）

款

 1 国民健康保険税 491,133 518,867 △27,734

 2 使用料及び手数料 300 300

 3 国庫支出金 2,429 75 2,354

 4 県支出金 2,459,672 2,491,149 △31,477

 5 財産収入 93 10 83

 6 繰入金 234,680 223,586 11,094

 7 繰越金 5,000 1,665 3,335

 8 諸収入 6,348 6,140 208

3,199,655 3,241,792 △42,137

本 年 度 予 算 額 前年度予算額 比 較

歳 入 合 計

歳入歳出予算事項別明細書

―特 5 ―



　歳　出

 1 総務費 43,897 52,232 △8,335

 2 保険給付費 2,431,450 2,443,640 △12,190

 3 国民健康保険事業費納付金 661,805 683,784 △21,979

 4 保健事業費 42,177 42,329 △152

 5 基金積立金 93 10 83

 6 公債費 23 11 12

 7 諸支出金 19,210 18,786 424

 8 予備費 1,000 1,000

3,199,655 3,241,792 △42,137歳 出 合 計

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　較

―特 6 ―
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（単位 ： 千円）

2,991 40,722 184

2,422,447 4,000 5,003

661,805

12,500 2,929 26,748

93

23

19,210

1,000

2,437,938 47,744 713,973

そ の 他

本　　 年　　 度　　 予　　 算　　 額　　 の　　 財　　 源　　 内　　 訳

特　　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　　源
一　般　財　源

国 県 支 出 金 地 方 債

―特 7 ―





















１　特　別　職

報酬 給料
期 末 手 当
(年間支給率)

寒冷地
手　当

その他
の手当

計

長　　等

議　　員

その他の
特 別 職

15 292 292 292

計 15 292 292 292

長　　等

議　　員

その他の
特 別 職

15 146 146 146

計 15 146 146 146

長　　等

議　　員

その他の
特 別 職

0 146 146 146

計 0 146 146 146

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
較

給給　　与与　　費費　　明明　　細細　　書書

(単位：千円)

給　　　　　与　　　　　費

区　　　分
職員数
（人）

共済費 合　計 備考

－特２６－

国保
２　一　般　職

(単位：千円)

報　　酬 給　　料 職員手当 計

本年度 16 8,073 12,900 7,204 28,177 4,973 33,150

前年度 16 7,160 11,155 6,764 25,079 4,969 30,048

比　較 0 913 1,745 440 3,098 4 3,102

区　分 管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当

本年度 0 657 3,500 2,867

前年度 336 646 2,984 2,650

比　較 △ 336 11 516 217

区　分 寒冷地手当 児童手当
単身赴任
手    当

地域手当 退職手当

本年度 180

前年度 148

比　較 32

  ア 会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円)

給　　料 職員手当 計

本年度 4 12,900 5,847 18,747 3,565 22,312

前年度 4 11,155 5,587 16,742 3,689 20,431

比　較 0 1,745 260 2,005 △ 124 1,881

区　分 管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当

本年度 0 657 2,723 2,287

前年度 336 646 2,308 2,149

比　較 △ 336 11 415 138

区　分 寒冷地手当 児童手当
単身赴任
手    当

地域手当 退職手当

本年度 180

前年度 148

比　較 32

(単位：千円)

報　　酬 給　　料 職員手当 計

本年度 12 8,073 1,357 9,430 1,408 10,838

前年度 12 7,160 1,177 8,337 1,280 9,617

比　較 0 913 180 1,093 128 1,221

区　分 管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当

本年度 777 580

前年度 676 501

比　較 101 79

区　分 寒冷地手当 児童手当
単身赴任
手    当

地域手当 退職手当

本年度

前年度

比　較

　(1)　総　　　括

給　　　　　与　　　　　費
区　分

職員数
(人)

職
員
手
当
の
内
訳

(単位：千円)

共済費 合　計 備　考

合　計 備　考

職
員
手
当
の
内
訳

  イ 会計年度任用職員

区　分
職員数
(人)

共済費

区　分
職員数
(人)

給　　　　　与　　　　　費

(単位：千円)

職
員
手
当
の
内
訳

共済費 合　計 備　考
給　　　　　与　　　　　費

(単位：千円)
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(2)　給料及び職員手当の増減額の明細
(単位：千円)

区　分 増　減　額 説　　　　　　　　明 備　　　　　　　　考

給　　料 1,745 給与改定実施時期

　令和6年4月1日及び
　令和7年4月1日

801

職員数の異動状況

　本年度　　　　 　4人

　前年度　　　　　4人

　増　減　　　　　0人

職員手当 440 322 期末・勤勉手当改定実施時期

110

寒冷地手当改正実施時期

　令和6年4月1日

32

期末手当改定実施時期

　令和6年4月1日

101

勤勉手当改定実施時期

　令和6年4月1日

79

(前年度の給与改定率： 4.48 ％)
　※給与改定率とは、給与改定による給料・職員手当の給与の増減額を改定前の額で除した率。

(3)　給料及び職員手当の状況
　ア　職員１人当たり給与

行　　　政　　　職 技　能　労　務　職

２７０，３００

２９６，１７４

３５歳１０月

２３１，２５０

２６９，９５２

３０歳１１月

　イ　初任給

区　分 学　歴

高校卒

大学卒

高校卒

大学卒
(Ⅱ種)

増 減 事 由 別 内 訳

区　　　　　　　　　　分

平均給料月額　(円)

平均給与月額　(円)

平 均 年 齢

人事院勧告等による給与改定に
伴う増分

昇給に伴う増加
分

146 昇給に伴う増分

給与改定に伴う
増減分

801

職員の会計間の異動等による増
減分

制度改正に伴う
増減分

職員の期末・勤勉手当の支給率
改定に伴う増分 　令和6年12月1日

会計年度任用職員の期末手当の
支給率改定に伴う増分

その他の増減分 798

職員の寒冷地手当改正に伴う増
分

令和6年1月1日
現　 　 　 在

妙高市

国

会計年度任用職員の勤勉手当の
支給率改定に伴う増分

その他の増減分 118 職員の会計間の異動等による増
減分

令和7年1月1日
現　 　 　 在

２２０，０００円

１８８，０００円

２２０，０００円

平均給料月額　(円)

平均給与月額　(円)

平 均 年 齢

行　　政　　職

１８８，０００円

－特２８－

国保
　ウ　級別職員数

級
職 員 数
(人)

構 成 比
(％)

級
職 員 数
(人)

構 成 比
(％)

１　　級 1 25.0 １　　級

２　　級 2 50.0 ２　　級

３　　級 1 25.0 ３　　級

４　　級 ４　　級

５　　級

６　　級

計 4 100.0 計

１　　級 3 75.0 １　　級

２　　級 ２　　級

３　　級 1 25.0 ３　　級

４　　級 ４　　級

５　　級

６　　級

計 4 100.0 計

（級別の主な職務分類）
区分 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

合　　　計 行　政　職 技能労務職

4 4

4 4

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 4 4

100.0 100.0

4 4

4 4

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 4 4

100.0 100.0

行　　　　　政　　　　　職 技　　能　　労　　務　　職

　エ　昇給
区　　　　　　　　　　　分

職員数(Ａ)    　　　 (人)

区分

行政職
課長等のうち
指定する職務

課長等の職務
及び課長補佐
等のうち指定
する職務

課長補佐等の
職務及び係長
等のうち指定
する職務

上級係員
中級係員
初級係員

令
和
７
年
１
月
１
日
現
在

令
和
６
年
１
月
１
日
現
在

昇給に係る職員数(Ｂ) (人)

本年度
号給数別内訳

前年度
号給数別内訳

係 長・ 副参
事・主査等の
職務

比率(Ｂ)／(Ａ)    　 (％)

職員数(Ａ)    　　　 (人)

昇給に係る職員数(Ｂ) (人)

比率(Ｂ)／(Ａ)　　　 (％)
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　オ　期末手当・勤勉手当

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の者

25年勤続
の者

35年勤続
の者

最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

　キ　その他の手当

区　　　　分 国の制度との異同

区　分

前 年 度 2.250 2.250

区　分

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 〃

通　勤　手　当 異

支給率計
(月分)

職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

備　考

本 年 度 2.300 2.300 4.600 有

支　給　期　別　支　給　率

6月(月分) 12月(月分)

4.500 有

国の制度 2.300 2.300 4.600 有

定年前早期退職特例措置
(3％～45％加算)

その他の加算
措   置   等

備　考

支給率等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000
定年前早期退職特例措置

(2％～30％加算)

－特３０－


